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はじめに ―予防医学との出会い―

北海道・礼文島

長崎県・平戸島

全国を巡る中で...

遺伝子が同じ（日本人）なのに、
随分、病気が違うなあ...
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はじめに ―予防医学の意義―

沖縄県

1965年 ― 位

1965年 ― 位

1965年 ― 位

1980年４７位
↓

2000年２４位
↓

2015年１６位

長野県

1965年１９位
↓

1970年３４位
↓

1975年３９位
↓

1980年４５位
↓

2000年４７位
↓

2015年４７位

特に、肝疾患、糖尿病 脳梗塞はやや高い

厚生労働省平成29年度人口動態統計特殊報告に基づき演者作成

[平均寿命（男性,2020）]

４３位 ｖｓ ２位

昼ご飯抜きは体にだめさいが
昼ご飯抜きはまーったく親不孝よ
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はじめに ―予防医学の社会実装・政策適用―

東京大学医科学研究所

東京大学医学部附属病院
22世紀医療センター

東京大学未来ビジョン研究センター/自治医科大学
内閣府経済財政諮問会議専門委員

４０代以降；政策研究２０代；がんの基礎研究

３０-40代；予防医学研究 ＆ 社会実装

社会実装のための事業体を創設
ヘルスケア・コミッティー株式会社



(c)Shigeo Ogawa

１ 被保護者健康管理支援事業を取巻く状況



・現状分析に医療扶助レセプト、健診データなどが活用されている。

・健康増進担当課（設置主体；市町村）、保健所・保健センター（同；都道府県）との
連携が多い。

・関係部署・機関との連携は企画段階（64.3％）で多く、評価（40.２％）では少なく、
事業は福祉事務所単独での実施が多い（健診以外は連携は２０％未満）。

・専門職不在の福祉事務所で保健指導・生活支援の実施割合が低い（専門職の有
無による格差が大きい）。
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１ 被保護者健康管理支援事業を取巻く状況

厚生労働省資料に基づき著者作成
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１ 被保護者健康管理支援事業を取巻く状況

出典）厚生労働省「被保護者健康管理支援事業の手引き」
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１ 被保護者健康管理支援事業を取巻く状況

出典）厚生労働省「被保護者健康管理支援事業の手引き」

多様な生活・健康課題を有する被保護者に寄り添うためには、
健康管理支援事業の運営（Plan-Do-Check-Action）に

地域資源の協創が不可欠です。



(c)Shigeo Ogawa

２ 第３期データヘルス計画の標準化から得られる示唆



2004 厚生労働省「保健事業指針」；国民皆保険制度での予防・健康づくりを定義

2005 政府・与党医療改革協議会「医療制度改革大綱」；予防を重視する保健医療体系への転換

2008 厚生労働省「特定健康診査制度」；特定健診データ等の電子的標準化

2013 内閣府「日本再興戦略」；国民の健康寿命の延伸を図るデータヘルス計画の導入

2014 厚生労働省「保健事業指針」一部改正；保健事業の実施計画（データヘルス計画）の策定・実施

2015 厚生労働省「第1期データヘルス計画」（～2017）

2018 厚生労働省「第2期データヘルス計画」（～2023）

2020 内閣府「経済財政運営と改革の基本方針(骨太方針)2020」；データヘルス計画の標準化

2024 厚生労働省「第3期データヘルス計画」（～2029）

長寿国・日本には21世紀初頭から予防・健康づくりを重視する政策の潮流

デ
ー
タ
で
地
域
住
民
の
健
康
課
題
に
寄
り
添
う
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２ 第３期データヘルス計画の標準化から得られる示唆



出典）厚生労働省第１回高齢者保健事業の実施計画（データヘルス計画）策定の手引きに係るワーキンググループ, 2022.9.28

評価指標 保健事業

計画様式
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東京大学が国保向け「データヘルス計画標準化ツール®」を開発
10都県を通じて市町村支援を実施

国保のデータヘルス計画に関する課題
１ 自治体の庁内連携、マンパワー不足
２ 技術的な課題（健康課題や優先順位づけ、評価指標設定の難しさ）
３ 業務的な課題（データヘルス計画の引継ぎ、進捗管理の難しさ）
４ 自治体相互の比較や標準化に関する課題（地域性を生かす必要性）

2018年度 全国の健保組合で適用

2022年- 東大から社会保険診療報酬支払基金へ

健康保険組合
2016年度 東大がデータヘルス・ポータルサイト開発

2017年度 健保組合にて試行・検証

2018年度 厚生労働科学研究「健康診査・保健指導の有効性評価に関する研究」

国民健康保険

2020年度- 東京大学と都道府県との共同研究「予防・健康づくり標準化研究」開始

事業計画の基礎が出来るため、保険者それぞれの特徴に応じた独自性が発揮しやすい。

健保向けの知見を国保にも活用

「データヘルス・ポータルサイト」を移管
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２ 第３期データヘルス計画の標準化から得られる示唆

計画様式



国民健康保険では都道府県ごとに共通の「評価指標」を設定。

・以下について市町村ごとに整理することで、県として目指すべきこと、設定すべき
評価指標が見えてくる。

―健康課題
―（健康課題を解決するという）事業の目標

―（目標の達成度を測る）事業の評価指標
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２ 第３期データヘルス計画の標準化から得られる示唆

評価指標

客観的な評価が可能になり、次の一歩につながる。
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２ 第３期データヘルス計画の標準化から得られる示唆

保健事業

保健事業の標準化は第３期計画・６年をかけて進める。



第３期計画

第２期計画
保健事業の実施率を上げる計画

第４期計画

全国で質の高い保健事業を実現

毎年の
業務

評価指標

毎年の
業務

評価指標

毎年の
業務

評価指標

毎年の
業務

評価指標

毎年の
業務

評価指標

毎年の
業務

評価指標

標準的な保健事業の構築

地域の健康課題を解決する計画
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２ 第３期データヘルス計画の標準化から得られる示唆
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第２期データヘルス計画から標準化を先行する健保組合において、保健事業の知見抽出が可能になりました。

・計画様式、評価指標が標準化されているため、
保健事業の効果を客観的に評価できる。

・集団のメタボリックシンドローム該当者割合は、
特定保健指導の実施率（アウトプット）、
特定保健指導による改善率（アウトカム）の
それぞれに、かつ独立して関連する構造だった。

☞アウトプット、アウトカムそれぞれを向上させる
保健事業の方法・体制の工夫を検討し、抽出
する意義があることが分かった。

東大Qステーション

＊データヘルスに関する研究成果や政策提言を無料でご覧になれます。

２ 第３期データヘルス計画の標準化から得られる示唆



第３期計画

第２期計画
保健事業の実施率を上げる計画

第４期計画

全国で質の高い保健事業を実現

毎年の
業務

評価指標

毎年の
業務

評価指標

毎年の
業務

評価指標

毎年の
業務

評価指標

毎年の
業務

評価指標

毎年の
業務

評価指標

「保健事業カルテ」は、アウトプット、
アウトカムそれぞれを向上させる工
夫を明文化する構造としています。

地域の健康課題を解決する計画
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２ 第３期データヘルス計画の標準化から得られる示唆



[参考] 保健事業の知見抽出（例） with 「保健事業カルテ」

▪周知
「健診について住民が集まる機会（会議、健康教室等）に周知している」
「国保新規加入者に対して、加入手続きの際に健診の案内をしている」

▪受診勧奨
「健診日程のリマインドをしている」

▪環境整備
「健診会場までの移動手段を提供している（バスの配車等）」

資料）東京大学 都道府県向け予防・健康づくり標準化研究の成果の一部に基づき作成

特定健康診査事業のアウトプットやアウトカムと、方法（プロセス）・体制（ストラクチャ）
を併せて分析することで、県内市町村における知見を抽出します。
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標準治療
患者の年齢や検査値、病気の進行度などに応じたふさわしい治療が、どの医療機
関でも同じように受けられる。
☞手術時間が短縮されたり、医師と患者双方の負担が軽減されるメリットがある。

標準予防
どこに住んでいても、働いていても、その人の性・年齢や健康状況、生活習慣などに
応じて質の高い予防が受けられる。
☞保健事業をゼロから組立てる必要がなくなれば現場の負担が軽減し、健康課題

の解決に力を注げるようになり、様々な工夫が生まれる余地が増える。

「科学的根拠に基づいた観点で現在利用できる最良の治療」

「データヘルス計画の標準化で実現」

２ 第３期データヘルス計画の標準化から得られる示唆



(c)Shigeo Ogawa

３ 実効性ある被保護者健康管理支援事業に向けて



（１）これまでに実施している事業、被保護者に寄り添える事業を大事にする。

☞起点となる事業を創ることで状況が把握でき、つながりを持って課題解決に
向かえる。
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３ 実効性ある被保護者健康管理支援事業に向けて

出典）厚生労働省「被保護者
健康管理支援事業の手引き」

データヘルス計画では、「特定健診」
「特定保健指導」が起点です。



（２）関係者で目指すことを共有し、事業に伴走してもらう。

☞実施者（連携先、委託事業者を含む）から実績を把握するための定量/定性
データを収集し、実績を共有する。

＊特に健康増進担当課（設置主体；市町村）、保健所・保健センター（同；都道府県）
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３ 実効性ある被保護者健康管理支援事業に向けて

出典）厚生労働省「被保護者
健康管理支援事業の手引き」

アウトカム指標がポイント！
アウトプットをそれを実現するための実施量、

プロセス・ストラクチャーはそれを可能にする方法・体制



（３）事業の知見を抽出し、次の一歩につなげる。

☞アウトカム（課題解決）、アウトプット（事業実施）を上げる知見を抽出する。
＊抽出した課題のうち、優先度の高い課題を事業によって解決
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３ 実効性ある被保護者健康管理支援事業に向けて

出典）厚生労働省「被保護者
健康管理支援事業の手引き」

健康管理支援事業 事業報告
（事業全体）

健康管理支援事業 事業報告
（個別事業）
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３ 実効性ある被保護者健康管理支援事業に向けて

健康管理支援事業 事業報告
（事業全体）

健康管理支援事業 事業報告
（個別事業）

その方法を可能にするにはどのような体制が必要だったか？

どのような方法で対象にアプローチしたか？ ☞実施
どのような方法で支援したか？ ☞解決

どの程度、課題が解決できたか？
課題を解決するためにどの程度、実施できたか？



おわりに

被保護者健康管理支援事業は始まったばかり。

◆第１段階は、事業を「実施する」ことで、どのような課題が解決していくかを把握する。
そのためには、被保護者の日常生活の動線に寄り添う地域資源との協創が不可欠。

☞事業で目指すこと（目標・アウトカム指標）と実績の共有が有用。

◆第２段階では、事業を「実施する」ことから、課題を「解決する」ことへ進化する。
その際には、アウトカム（課題の解決度）、アウトプット（事業の実施量・率）

それぞれを上げる要素を抽出することが重要。
☞健康管理支援事業 事業報告（事業全体、個別事業）での明文化が有用。
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